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地方独立行政法人下関市立市民病院 令和２年度 年度計画 

 

第１ 年度計画の期間 

令和２年（２０２０年）４月１日から令和３年（２０２１年）３月３１日 

までの１年間とする。 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためとるべき措置 

１ 市民病院が担う役割 

（1）診療機能等の充実 

・高度急性期・急性期医療が提供できるよう、ＤＰＣデータなどの診療情

報データを分析し、他院とのベンチマークを行うことにより、急性期病

院としての機能の充実に努める。 

・市民ニーズの多い新生物系（悪性腫瘍など）、循環器系や筋骨格系の疾

病について、市民病院としての高度医療に取り組む。 

・緩和ケア病棟の活用により、治療中の患者の苦痛を和らげることので

きる環境を整える。 

・がん患者に対しての就労支援など、がん相談体制の充実を図る。 

・医師等の人的資源を確保し、救急患者の積極的な受入を行うことによ

り、輪番制による当番日はもとより、当番日以外の日においても断らな

い救急体制の整備に努める。 

・健診センターの実施体制を充実させ、人間ドックや企業健診、各種検診

など健診サービスの質向上を図る。 

・糖尿病教室、ビュッフェ de 糖尿病食、楽塩教室、そらまめ教室等を開

催し、生活習慣病をはじめ各種疾病に関する知識の普及・啓発を行う。 

 

指  標 平成 30 年度 

実績 

令和元年度 

見込 

令和２年度 

計画 

手術件数 2,403 件 2,500 件 2,550 件 

冠動脈形成術（ＰＣＩ）実施件数 175 件 175 件 170 件 

消化管内視鏡治療件数 411 件 410 件 420 件 

外来化学療法実施件数 2,210 件 2,200 件 2,250 件 
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がん登録件数 648 件 680 件 700 件 

がん相談件数 719 件 650 件 700 件 

救急車搬送受入件数 2,456 件 2,500 件 2,550 件 

救急患者数 5,806 人 5,400 人 5,550 人 

当番日における受入不能症例件数 10 件 10 件 0 件 

健康教室参加者数 ― 100 人 120 人 

 

（2）地域医療への貢献 

・下関医療圏地域医療構想調整会議の動向を踏まえ、下関医療圏の基幹病

院として必要な診療規模や果たすべき役割などの検討を行う。 

・地域連携室の機能充実を図り、紹介患者が当院にかかりやすい環境の整

備に努めるとともに、入院患者が在宅や地域の医療機関にスムースに退

院できるよう、入院時から積極的に退院支援に努める。 

・下関医療圏の地域医療支援病院として、登録医制度を活用し、かかりつ

け医との連携をより一層強化する。 

・総合診療部門の設置に係る医師確保等の体制整備について、検討を進め

る。 

・在宅療養を行っている患者が病状の急変等により入院が必要となった場

合に、在宅医療を提供する医療機関と連携し、円滑な入院受入れを行う。 

・医学生や看護学生をはじめ医療従事者を志す学生の実習受入れを積極的

に行うとともに、中高生に対する職業体験等を実施し、将来における地

域医療の担い手の育成に努める。 

・復職支援セミナーを開催するなど、潜在看護師の再就職を支援する。 

 

指  標 平成 30 年度 

実績 

令和元年度 

見込 

令和 2年度 

計画 

紹介率 77％ 70％ 80％ 

逆紹介率 143％ 120％ 130％ 

在宅患者緊急入院診療加算 

算定件数 

― 150 件 170 件 
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（3）へき地医療拠点病院としての役割強化 

・へき地（蓋井島）への巡回診療を継続するとともに、市立豊田中央病院

には医師を派遣するなど連携を図り、へき地医療への支援を積極的に行

う。 

 

（4）災害時及び感染症流行時における対応 

・災害拠点病院として、平時より県内の災害拠点病院及び市消防本部と連

携を密にし、災害訓練に参加するとともに、災害発生時には迅速かつ効

果的に災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の派遣を行う。 

・業務継続計画（ＢＣＰ）の見直しを行い充実に努める。 

・第二種感染症指定医療機関として、感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律に基づき入院が必要な感染症患者を受け入れる

とともに、新型インフルエンザ等の感染症の流行時においては、市の要

請に応じ迅速な対応を行う。 

 

２ 患者サービスの向上 

（1）患者中心のチーム医療の充実 

・インフォームド・コンセント（説明と同意）については、患者が納得し

て治療を受けられるよう十分に説明するとともに、患者・家族に寄り添

うよう看護師を中心とした医療従事者が同席し、意思決定の支援を行う。 

・「医療安全管理マニュアル」により、患者の安全確保に万全の対応ができ

るように医療安全管理体制の充実に努める。 

・医療対話推進者の養成を行うなど、患者相談窓口の充実に努めるととも

に、入院を予定している患者が安心して入院医療を受けられるよう入院

支援センターの機能充実に努める。 

・専門スタッフがそれぞれの知識を持ち寄って、総合的、専門的な診療を

行うことにより、患者に最適な治療方針を検討する。 

・クリニカルパスの最適化に対する見直しを行うとともに、患者用パスの

充実を図り、患者が標準的かつ効率的な治療を受けられるよう努める。 
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指  標 平成 30 年度

実績 

令和元年度 

見込 

令和 2年度 

計画 

インフォームド・コンセント時

における医療従事者の同席率 

96.6％ 96.4％ 100.0％ 

クリニカルパス適用件数 3,249 件 3,500 件 3,550 件 

 

（2）職員の接遇向上 

・患者満足度（ＣＳ）調査や院内に設置した意見箱「みんなの声」に寄せ

られた意見などをもとに、患者サービスの向上に努める。 

・職員の接遇については、効果的な研修を実施することで、接遇・応対力

の向上を図る。 

 

指  標 平成 30 年度

実績 

令和元年度 

見込 

令和 2年度 

計画 

患者満足度調査アンケート結果 88.0 点 90.0 点 90.0 点 

接遇研修参加率（委託業者含む） 37％ 37％ 42.5％ 

 

（3）ボランティアとの連携によるサービス向上 

・院内ボランティアを有効に活用することにより、常に市民や患者の目線

に立ったサービスの向上に努める。 

 

３ 医療提供体制の充実 

（1）医療従事者の確保 

・新専門医制度における連携病院として、大学医局との連携強化を図り、

医師に選ばれる病院となるよう努める。 

・市内、県内外の看護学校との連携を図り、看護実習受入施設としての機

能充実を図ることにより、新卒者の看護師の確保に努める。 

・多職種における病棟配置等に対応するため、医療技術員の確保に努める。 

 

（2）医療従事者の専門性・医療技術の向上 

・医療職の専門性を高めるため、医師、看護師、医療技術職員などの医療

スタッフを院外の研修に積極的に参加させる。 
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・新たな看護キャリア開発ラダーを活用し、個々のキャリア開発を行うと

ともに、院内での看護管理者の育成を推進する。 

・認定看護師教育課程及び特定行為研修に係る看護師の育成については、

計画的かつ戦略的に行い、職員が資格を取得、維持する際に支援を行う。 

 

指  標 平成 30 年度 

実績 

令和元年度 

見込 

令和 2年度 

計画 

学会・研究会発表件数 78 件 80 件 85 件 

共同研究件数 

（倫理研究委員会報告） 

13 件 10 件 15 件 

初期臨床研修医マッチング数 1 人 5 人 5 人 

認定看護師数 11 人 10 人 10 人 

 

４ 医療に関する調査及び研究 

・治験について、倫理的、科学的及び医学的見地からの妥当性を十分調査

した上で実施し、新薬の開発に貢献する。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 運営管理体制の充実 

（1）業務運営体制の構築 

・総合戦略室をはじめ、経営面での方針決定について積極的かつ戦略的に

行える体制を整える。 

・院内の各会議における役割を明確化するとともに、委員会の効率化及び

省力化に努める。 

・法人経営にかかる決定機関である理事会に経営情報を集約することによ

り、理事長のリーダーシップの下、中・長期的な観点から重要事項の意

思決定を行う。 

 

（2）事務職員の人材確保及び育成強化 

・事務職員について、医事業務や施設基準管理など専門性に特化した職員

の育成に努める。 
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（3）外部評価等の活用 

・令和２年度の病院機能評価認定更新の受審に向けて、病院全体で質改善

活動に取り組む。 

・地方独立行政法人法に基づく市からの評価等を受け、業務の改善を図る。 

 

（4）内部統制の充実・強化 

・業務実施の障害となる要因をリスクとして識別、分析及び評価し、適切

な対応を行う。 

・市立病院として、医療法をはじめとする関係法令を遵守するため、コン

プライアンス推進要綱により法人職員（委託業者を含む。）全員に徹底

する。 

 

（5）情報公開 

・診療録（カルテ）等については、適正に管理するとともに、個人情報の

保護については、電子カルテなど電子媒体によるものはもとより、電子

カルテ移行前の紙カルテについても万全を期す。 

・診療録の開示請求があった場合には、下関市個人情報保護条例に準じた

規程により適切に対処する。 

・情報公開については、下関市情報公開条例に準じた規程により適切に対

処する。 

 

（6）医療知識の普及啓発及び情報発信 

・市民公開講座や市民の保健室の開催など、市立病院として市民が必要と

している医療に関する情報の普及啓発に努める。 

・ホームページ等により戦略的な情報発信を行い、市立病院として市民に

も医師、看護師などにも選ばれる病院となるようＰＲを積極的に行う。 

 

指  標 平成 30 年度 

実績 

令和元年度 

見込 

令和 2年度 

計画 

市民公開講座受講者数 212 人 200 人 220 人 

市民の保健室来院者数  240 人 250 人 300 人 
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２ やりがいを持てる病院づくり 

・医師人事評価制度については、勤務態度や業務実績などに応じた評価が

されるような働きがいのある制度となるよう充実を図る。 

・医師以外の職員については、将来に評価と昇任・昇格との連携を確立さ

せるため、評価制度の充実に努める。 

・働き方改革を実現するため、職員全体の勤務環境の改善に取り組むとと

もに、勤務負担軽減及び時間外労働の短縮に努める。 

 

第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 安定した経営基盤の確立 

・部門別の収支分析や同規模病院との比較による分析を行い、経営改善を

進める。 

 

２ 収益の確保 

・地域連携室を中心に病床管理を効率的に行い、病床稼動調整会議による

退院調整方針をもとにして病床稼動率の向上を図る。 

・地域の診療所等との関係を密にし、顔の見える連携を推進することによ

り、新入院患者数を増やし、収入の増加を図る。 

・医学管理料の算定率向上活動を継続的に行い、収益の確保はもとより医

療の質の向上及び患者満足度の向上を図る。 

・医療事務業務の委託業者との連携を密にすることにより、診療報酬の請

求漏れや査定による減額の防止を図る。 

・保険委員会により、再審査請求や査定減の分析を行い、各診療科への周

知を図ることにより、収入減の防止を図る。 

・弁護士による未収金回収を行い、長期に亘る未収金の回収に努めるとと

もに、入院時の保険確認や、夜間診療における医療費預かり制度、入金

確認後の退院手続きを徹底することにより、未収金とならないような対

策を講じる。 

 

指  標 平成 30 年度 

実績 

令和元年度 

見込 

令和 2年度 

計画 

経常収支比率 96.4％ 100.3％ 101.3％ 
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医業収支比率 92.8％ 96.5％ 98.1％ 

病床稼働率 72.6％ 75.0％ 75.6％ 

入院診療単価 66,740 円 67,000 円 66,000 円 

外来診療単価 18,631 円 19,600 円 19,000 円 

査定率 0.18％ 0.33％ 0.20％ 

返戻率 1.39％ 1.23％ 1.30％ 

委託による未収金回収率 35％ 30％ 35％ 

 

３ 経費の適正管理 

・人件費比率の目標管理、診療材料等の調達コストの縮減、後発医薬品の

使用促進等費用の適正化を図る。 

 

指  標 平成 30 年度 

実績 

令和元年度 

見込 

令和 2年度 

計画 

人件費比率 54.7％ 52.5％ 53.0％ 

診療材料経費削減率 32.2％ 32.2％ 35.0％ 

後発医薬品使用比率 ― 82.3％ 85.0％ 

 

４ 計画的な施設及び医療機器の整備 

・築３０年以上経過した施設・設備について、機能維持に必要な更新、修

繕を行う。 

・老朽化した医療機器を計画的に更新することにより、医療の質を高める。 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項を達成するためとるべき措置 

１ 市の健康福祉関連施策への積極的な協力 

・下関市が実施する健康福祉関連施策に対して、市立病院として積極的な

協力を行う。 
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第６ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

（単位：百万円） 

区      分 金  額 

収入 

  営業収益 １０，０９１ 

 医業収益 ９，４７０ 

運営費負担金収益 ６０１ 

その他営業収益 ２０ 

営業外収益 ７６ 

 運営費負担金収益 ７ 

その他営業外収益 ６９ 

資本収入 ７３４ 

 運営費負担金 ３８１ 

長期借入金 ３２５ 

その他資本収入 ２８ 

計 １０，９０１ 

支出 

 営業費用 ９，４９５ 

 医業費用 ９，３０７ 

 給与費 ４，８５３ 

材料費 ２，９２１ 

経費 １，４７５ 

研究研修費 ５８ 

一般管理費 １８８ 

営業外費用 １２ 

資本支出 １，０９４ 

 建設改良費 ３２５ 

償還金 ７５９ 

その他の資本支出 １０ 

計 １０，６０１ 

（注記）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているので合計とは一致しないものがある。 
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２ 収支計画 

                           （単位：百万円） 

区      分 金  額 

収益の部 １０，５６１ 

  営業収益 １０，４９１ 

 医業収益 ９，４５１ 

運営費負担金収益 １，０１０ 

補助金等収益 ２０ 

資産見返負債戻入 １０ 

営業外収益 ７０ 

 運営費負担金収益 ７ 

その他営業外収益 ６３ 

臨時収益 ０ 

費用の部 １０，４２３ 

 営業費用 １０，４０１ 

 医業費用 ９，８４１ 

 給与費 ４，９２８ 

材料費 ２，６６１ 

経費 １，３４８ 

減価償却費 ８５１ 

研究研修費 ５３ 

一般管理費 １８７ 

控除対象外消費税等 ３７３ 

営業外費用 ２２ 

臨時損失 ０ 

純利益 １３８ 

目的別積立金取崩額 ０ 

総利益 １３８ 

（注記）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているので合計とは一致しないものがある。 
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３ 資金計画 

                           （単位：百万円） 

区      分 金  額 

資金収入 １１，７２３ 

  業務活動による収入 １０，１６７ 

 診療業務による収入 ９，４９０ 

運営費負担金による収入 ６０８ 

その他の業務活動による収入 ６９ 

投資活動による収入 ４０９ 

 運営費負担金による収入 ４０９ 

その他の投資活動による収入 ０ 

財務活動による収入 ３２５ 

 長期借入れによる収入 ３２５ 

その他財務活動による収入 ０ 

前年度からの繰越金 ８２２ 

資金支出 １０，６０１ 

 業務活動による支出 ９，５１７ 

 給与費支出 ５，０４１ 

材料費支出 ２，９２１ 

その他の業務活動による支出 １，５５５ 

投資活動による支出 ３２５ 

 有形固定資産の取得による支出 ３２５ 

その他の投資活動による支出 ０ 

財務活動による支出 ７５９ 

 長期借入金の返済による支出 ７２０ 

移行前地方債償還債務の償還による支出 ３９ 

その他の財務活動による支出 ０ 

次年度への繰越金 １，１２２ 

（注記）計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているので合計とは一致しないものがある。 
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第７ 短期借入金の限度額 

１ 限度額    １，０００百万円 

２ 想定される短期借入金の発生事由 

   退職手当及び賞与の支給等、一時的な多額の出費への対応 

 

第８ 出資等に係る不要財産の処分に関する計画及びその他重要な財産を譲渡

し、又は担保に供する計画 

   老朽化した医師公舎の土地及び建物を下関市に納付する。 

 

第９ 地方独立行政法人下関市立市民病院の業務運営等に関する規則で定める

業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備に関する計画            （単位：百万円） 

施設及び設備の内容 予 定 額 財  源 

医療機器整備 ２２３ 下関市からの長期借入金等 

院内改築 １０２ 

 


